
 

 

2011年度 

日本建築学会東海支部三重支所 

総 会 議 案 

 

 
2011 年 7 月 16 日 (土) 

 

（社）日本建築学会東海支部三重支所 

 

 
第１号議案 

 （１）2010 年度事業報告承認に関する件 

 （２）2010 年度収支決算書承認に関する件 

第２号議案 

 （１）2011 年度事業計画（案）審議に関する件 

 （２）2011 年度収支予算書（案）審議に関する件 

第３号議案 

 （１）次期新任役員選出に関する件 

第４号議案  

 （１）その他 
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2010年度 事業報告 

＜会 合＞ 

１．通常総会 

  2010 年７月17 日，三重大学工学部１番教室において開催．委任状を含め，出席者114 名 

 

２．運営委員会 

 （１）2010 年  5 月12 日，三重大学工学部建築学科会議室において開催 

 （２）2010 年  7 月 1 日，同上 

 （３）2010 年  9 月 7 日，同上 

 （４）2010 年 11 月10 日，同上 

 （５）2011 年  3 月15 日，同上 

 

＜事 業＞ 

１．講演会 

 （１）「伊勢の遷宮と御造営工事について」 

講師：宇津野 金彦 氏（神宮司庁 神宮式年造営廳造営部 技師） 

2010年7月17日，三重大学工学部１番教室にて開催，参加者 39 名 

 （２）「場所と応答する建築デザインを求めて」 

講師：入江 正之 氏（建築家、早稲田大学教授） 

2010年8月13日，三重県総合文化センター・小ホールにて開催，参加者127名 

共催：三重大学工学部建築学科 

 

２．展示会 

 （１）全国大学・高専卒業設計展示会2010 

2010年6月11日～ 13日，三重大学講堂小ホール，同ホワイエにて開催，参加者174名 

共催：日本建築学会東海支部 

 

３．見学会 

 （１）「神宮司庁山田工作場見学会」 

講師：宇津野 金彦 氏（神宮司庁 神宮式年造営廳造営部 技師） 

2010年10月16日，神宮司庁山田工作場にて開催，参加者40名 

共催：日本建築学会東海支部 

 

４. その他 

 （１）会報の発行 

・2010 年 9 月発行 

・2011 年 2 月発行  

第 1号議案（１） 
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2010年度 収支決算書

 

  

第 1号議案（２） 
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会計監査報告書 

（写） 
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2011年度 事業計画（案） 

＜会 員＞（2011年3月現在） 

 個人会員 202名 （＋12名） 

 法人会員 5名 （±0名） 

 準会員 3名 （-2名） 

 賛助会員 1名 （±0名） 

 合計 211名 （＋10名）   括弧内は2010年7月との比較 

＜会 合＞ 

１．通常総会 

2011 年７月16日，三重大学工学部１番教室において開催 

２．運営委員会 

5 回程度開催 

第１回運営委員会 2011年5月11 日 三重大学工学部建築学科会議室において開催済み 

第２回運営委員会 2011年6月30 日  同上 

＜事 業＞ 

１．講演会 

 （１）「構造設計者は何を考えているか」 

講師：小堀 徹 氏（日建設計常務執行役員 名古屋代表） 

2011年7月16日，三重大学工学部１番教室にて開催予定 

 （２）「建築保全の実践（調査・診断と対策）」 

講師：小濵 芳朗 氏（三重大学 名誉教授） 

2011年8月11 日，三重県総合文化センター・小ホールにて開催予定 

共催：三重大学工学部建築学科 

２．展示会 

 （１）全国大学・高専卒業設計展示会2011 

2011年5月12日～ 14日，三重大学講堂小ホール，同ホワイエにて開催済み，参加者182名 

共催：日本建築学会東海支部 

３．見学会 

 （１）「重要文化財諸戸家住宅および名勝諸戸氏庭園の保存修理事業の見学会（案）」 

講師：菅原 洋一 氏（三重大学 教授） 

   大城 哲也 氏（文化財建造物保存技術協会） 

   花里 利一 氏（三重大学 教授） 

2011 年12月10日(土) 開催予定，三重県桑名市  

共催：日本建築学会東海支部歴史意匠委員会 

 

第２号議案（１） 
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2011年度 収支予算書(案) 

 
 

  

第２号議案（２） 
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次期新任役員選出 

 

次期新任役員候補者（任期：2011年8月～ 2013 年7月） 

 支所長 

 永井 久也 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻教授） 

 運営委員（50 音順） 

浅野 聡 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻准教授） 

木下 誠一 君（三重短期大学生活科学科居住環境コース准教授） 

菅原 洋一 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻教授） 

西野 耕治 君（鈴鹿市役所都市整備部建築指導課） 

南川 功 君（団設計（株）） 

 

次期新任役員候補者（任期：2011年8月～ 2012 年7月） 

 運営委員（50 音順） 

近藤 浩行 君（三交不動産（株）戸建事業本部注文住宅事業部技術部） 

*山本幸久君の退任に伴う補選に当たるため、任期を前任者の残任期間とする。（三重支所規程第8条2） 

長谷川 利樹 君（中部電力（株）三重支店技術部土木建築課土木建築課長） 

*中島潤二君の退任に伴う補選に当たるため、任期を前任者の残任期間とする。（三重支所規程第8条2） 

 

留任役員（任期：2010年8月～ 2012年7月） 

 運営委員（50 音順） 

大月 淳 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻准教授） 

北野 博亮 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻助教） 

中村 久 君（（株）中村建築設計事務所） 

 

退任役員（任期：2009年8月～ 2011年7月） 

支所長 

花里 利一 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻教授） 

 運営委員（50 音順） 

川口 淳 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻准教授） 

西野 耕治 君（鈴鹿市役所都市整備部建築指導課） 

浜口 典茂 君（伊勢工業高校建築科教諭） 

三島 直生 君（三重大学大学院工学研究科建築学専攻准教授） 

南川 功 君（団設計（株）） 

 

退任役員（任期：2010年8月～ 2011年7月） 

運営委員（50 音順） 

中島 潤二 君（中部電力（株）三重支店技術部土木建築課 土木建築課長） 

山本 幸久 君（三交不動産（株）三交ホーム事業本部） 

 

以上 

第３号議案 
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日本建築学会東海支部三重支所規程 

第１条（名称）この支所は日本建築学会東海支部三重支所という。 

第２条（事務局）この支所は，事務局を三重県内に置く。 

第３条（支所構成）この支所は三重県内に居住または勤務する日本建築学会の会員をもって構成する。 

第４条（目的・事業）この支所は，会員相互の協力により，日本建築学会定款に定める目的ならびに事業に 

準拠した活動，および支部活動の円滑をはかるための事業を行う。 

第５条（役員）この支所には次の役員を置く。 

（１）支所長 １名 

（２）運営委員 若干名 

第６条（役員の選出）支所長は支所の総会において選出する。 

 ２ 運営委員は立候補者及び支所長の推薦する支所会員のうちから，総会で選出する。 

 ３ 支所長に事故あるときは，その指名により運営委員がその職務を代行する。運営委員に欠損が生じた場は，

運営委員会において選出し，次の総会で報告する。 

第７条（役員の職務）支所長は，支所を代表し，会務を掌理し，総会および運営委員会の議長となる。 

 ２ 運営委員は，支所長を補佐し，会務を議決し，処理する。 

第８条（役員の任期）役員の任期は２カ年とし，８月に始まり，翌々年７月に終わる。ただし，重任は妨げない。 

 ２ 補選による役員の任期は，前任者の残任期間とする。 

第９条（総会）支所総会は毎年１回以上開き，支所長が招集する。 

第10 条（運営委員会）運営委員会は，支所長および運営委員によって構成する。 

 ２ 運営委員会は，この規程で定める事項のほか，支所に関するいっさいの事項を議決する。 

 ３ 運営委員会は，必要に応じて支所長がこれを招集する。 

第11 条（議決）総会は支所所属会員の１０分の１( 委任状を含む)，運営委員会は過半数の出席によって成立し，

議事は出席者の過半数でこれを議決し，可否同数の場合は議長がこれを決する。 

 ２ 運営委員会は，文書をもって通信によりこれを行うことができる。 

第12 条（経費）この支所の経費は，次の収入で支弁する。 

（１）支部からの交付金 

（２）寄付金 

（３）その他の収入 

 ２ 寄付を受けるときは，運営委員会の承認を必要とする。 

第13 条（会計年度）この支所の会計年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月31 日に終わる。 

第14 条（予算および決算）この支所の収支予算および収支決算は，総会の議決を経なければならない。 

第15 条（補則）この規程に定めていない事項については，日本建築学会定款及び同東海支部規程に準拠する。 

第16 条（規程の改正）この規程を改正しようとするときは，総会の議決を経なければならない。 

 

付則 この規程は，1984 年９月22 日から施行する。 


